
広 告 ひだか　むさしのもりクリニック　　　　　　　　　　　　　　　 日高市上鹿山235－１心療内科・老年精神科
042 ｰ 978 ｰ 6810

受付期間　令和５年１月31日（火）まで
対象（次の全てを満たす事業者）
○�市内に本社・主たる事業所・営業所を有する法人
または個人事業主
○�令和４年10月１日以前に事業を開始し、今後も
事業を継続する意思があること
○�貨物自動車運送事業法に規定する許可を受けた一
般貨物自動車運送事業者・特定貨物自動車運送事
業者または貨物自動車運送事業法に規定する届け
出をした貨物軽自動車運送事業者
○�自動車検査証に記載されている次の事項を全て満
たす事業者
　①使用の本拠の位置が日高市内にあること
　②交付年月日が令和４年10月１日以前であること
　③�有効期間の満了する日が令和４年10月１日以
降であること

交付金額　
　事業用貨物自動車１台…１万円
　事業用貨物軽自動車１台…5,000円
申請方法　郵送または直接下記へ
※申請に必要な様式等は下記へ連絡また
は市ホームページからダウンロードでき
ます。
申請先・問い合わせ　産業振興課商工観光担当

受付期間　令和５年１月31日（火）まで
対象（次の全てを満たす事業者）
○�市内に本社または主たる事業所を有する中小企業
者・個人事業主
○令和４年10月１日以前に事業を開始したこと
※主たる収入が農業収入で、農業収入が100万円未
満である人は支援金の対象になりません。
交付金額　
　中小企業者…５万円
　個人事業主…３万円
申請方法　郵送または直接下記へ
※申請に必要な様式等は下記へ連絡また
は市ホームページからダウンロードでき
ます。
申請先・問い合わせ　
　日高市商工会
　〒350－1206
　大字南平沢1083　
　☎985－2311

▶ トラック運送事業者臨時支援金 ▶中小企業者エネルギー価格等
　高騰対策支援金

各 種 支 援各 種 支 援エネルギー・食料品価格等の物価高騰のエネルギー・食料品価格等の物価高騰の
　　　影響を受けた生活者や事業者への　　　影響を受けた生活者や事業者への

　特に家計への影響が大きい低所得世帯（住民税非課税世帯等）に対し、１世帯当たり５万円を給付します。
共通事項
返信および申請期限　令和５年２月28日（火）（必着）
※（１）（２）いずれも住民税が課税されている人の扶養親族等のみからなる世帯を除きます。
※（１）（２）の両方に該当しても、１世帯５万円のみです。

対象・申請方法
（１）住民税非課税世帯
　�基準日（令和４年９月30日において、日高市に住
民登録があり、世帯全員の令和４年度分の住民税
均等割が非課税である世帯
※対象となる世帯には「電力・ガス・食料品等価格
高騰緊急支援給付金支給要件
確認書」を送付しました。必
要事項を記入し返送してくだ
さい。
※令和４年１月２日以降に転
入した人がいる世帯および未
申告の人がいる世帯は申請が
必要です。

▶電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金

（２）家計急変世帯
　�予期せず令和４年１月から12月までの家計が
急変し、世帯全員のそれぞれの１年間の収入見
込み額が住民税非課税世帯と同様の事情にある
と認められる世帯
※「電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付
金（家計急変世帯分）申請書（請求書）」および「簡
易な収入（所得）見込額の申立書」に必要書類（収
入が確認できる書類等）を添付して申請してくだ
さい。
※給付金についての詳しい情報は、市
ホームページでご確認ください。
問い合わせ　
　生活福祉課臨時特別給付金担当（１階⑩番窓口）
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広 告 メガネ・補聴器のことならアイメガネ日高店にお気軽にご相談ください。
認定補聴器技能者在籍　TEL 042（986）0001　〒 350－ 1231　日高市鹿山 301－ 6

」

お
知
ら
せ

12
月
1
日
か
ら
14
日
ま
で

冬
の
交
通
事
故
防
止
運
動

安
全
確
認
の
徹
底
と
緊
張
感
を
持
っ
た
運
転
を

　
年
末
が
近
づ
く
と
、
人
や
車
の
動
き
が
慌

た
だ
し
く
な
り
、
交
通
事
故
が
増
加
す
る
傾

向
に
あ
り
ま
す
。
一
人
一
人
が
交
通
ル
ー
ル

を
守
る
こ
と
で
、
交
通
事
故
は
防
止
で
き
ま

す
。
ま
た
、
こ
の
時
季
は
夕
暮
れ
が
早
く
な

り
ま
す
。
危
険
防
止
の
た
め
自
動
車
・
バ
イ

ク
・
自
転
車
は
早
め
の
ラ
イ
ト
点
灯
を
心
掛

け
ま
し
ょ
う
。

「
飲
酒
運
転
は
絶
対
に
し
な
い
、
さ
せ
な
い
、

許
さ
な
い
」
と
い
う
意
識
と
環
境
づ
く
り

　
飲
酒
運
転
に
よ
る
悲
惨
な
交
通
事
故
や
路

上
寝
込
み
に
よ
る
交
通
事
故
が
後
を
絶
ち
ま

せ
ん
。
自
分
の
許
容
量
を
超
え
る
飲
酒
は
控

え
、
路
上
で
寝
込
ん
で
し
ま
っ
た
人
を
見
か

け
た
場
合
に
は
、
直
ち
に
警
察
署
へ
連
絡
し

て
く
だ
さ
い
。

統
一
行
動
日

〇�

飲
酒
運
転
根
絶
の
日
、歩
行
者
保
護
の
日：

12
月
２
日
㈮

〇�

交
通
事
故
死
ゼ
ロ
を
目
指
す
日
、
自
転
車

安
全
利
用
の
日
：
12
月
９
日
㈮
　

問 

い
合
わ
せ
　
危
機
管
理
課
交
通
安
全
・
防

犯
担
当

建
物
を
取
り
壊
し
た
と
き
は

届
け
出
が
必
要
で
す

　
固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税
は
、
毎
年
１

月
１
日
現
在
に
所
有
し
て
い
る
土
地
や
建
物

に
か
か
り
ま
す
。

　
住
宅
・
物
置
・
車
庫
な
ど
、
建
物
を
取
り

壊
し
た
所
有
者
は
、
本
年
度
の
納
税
通
知
書

の
明
細
に
記
載
さ
れ
た
家
屋
の
内
容
が
現
況

と
一
致
し
て
い
る
か
、
も
う
一
度
ご
確
認
の

上
、
早
め
に
手
続
き
を
し
て
く
だ
さ
い
。

登
記
さ
れ
て
い
る
建
物
を
取
り
壊
し
た
場
合

　
法
務
局
へ
滅
失
登
記
の
申
請

登
記
さ
れ
て
い
な
い
建
物
を
取
り
壊
し
た
場
合

　
市
へ
取
り
壊
し
の
申
告
書
の
提
出

　
な
お
、
建
物
を
新
築
・
増
築
し
た
場
合
や
、

建
物
の
一
部
を
取
り
壊
し
た
場

合
も
同
様
の
手
続
き
が
必
要
で

す
。

問
い
合
わ
せ
　

　
税
務
課
資
産
税
担
当（
１
階
⑫
番
窓
口
）

人
権
週
間

　
近
年
、
さ
ま
ざ
ま
な
人
権
を
侵
害
す
る
問

題
が
発
生
し
て
お
り
、
こ
れ
を
背
景
と
し
て

「
障
害
を
理
由
と
す
る
差
別
の
解
消
の
推
進

に
関
す
る
法
律
」
や
「
本
邦
外
出
身
者
に
対

す
る
不
当
な
差
別
的
言
動
の
解
消
に
向
け
た

取
組
の
推
進
に
関
す
る
法
律
」、「
部
落
差
別

の
解
消
の
推
進
に
関
す
る
法
律
」
が
制
定
さ

れ
て
い
ま
す
。

　
県
で
は
人
権
週
間
に
あ
わ
せ
て
、
12
月
４

日
か
ら
10
日
ま
で
を
「
人
権
尊
重
社
会
を
め

ざ
す
県
民
運
動
強
調
週
間
」
と
定
め
て
い
ま

す
。「
人
権
尊
重
社
会
を
め
ざ
す
県
民
運
動
」

と
は
、
さ
ま
ざ
ま
な
人
権
課
題
へ
の
理
解
を

深
め
、「
す
べ
て
の
県
民
が
お
互
い
の
人
権

を
尊
重
し
な
が
ら
共
に
生
き
る
社
会
」
を
実

保険年金課
国民年金・医療費担当

ね・ん・き・ん
ミ ニ 知 識

　国民年金保険料は、所得税や市民税・県民税の申告において
納付した全額が社会保険料控除の対象になります。
　令和４年分を申告する際は、令和４年１月１日から12月31
日までに納付した国民年金保険料が控除の対象になります（過
年度分の保険料を令和４年中に納付した場合も含みます）。ま
た、本人の保険料だけでなく配偶者や家族の国民年金保険料を
納付した場合は、納付した人がその額を合算して控除を受ける
ことができます。年末調整や確定申告の際に、納付した国民年
金保険料について社会保険料控除を受けるためには、一年間に
納付した国民年金保険料額を証明する書類を添付しなければな
りません。このため、日本年金機構が「社会保険料（国民年金
保険料）控除証明書」を10月下旬から11月上旬にかけて発送
しています。令和４年の途中から国民年金に加入した等の理由
により、10月１日以降に初めて国民年金保険料を納付した人
は、令和５年２月上旬に同様の証明書が送付されます。大切に
保管してください。
問い合わせ
　ねんきん加入者ダイヤル☎0570－003－004
※IP電話等の場合は、☎03－6630－2525におかけください。

現
す
る
た
め
、
県
民
総
ぐ
る
み
で
取
り
組
む

運
動
で
す
。
こ
の
機
会
に
改
め
て
「
人
権
」

に
つ
い
て
の
理
解
を
深
め
ま
し
ょ
う
。

問 

い
合
わ
せ
　
総
務
課
人
権
推
進
・
市
民
活

動
担
当

国民年金保険料の
「社会保険料控除証明書」
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